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研究成果の概要（和文）：アジアの Household Finance を巡って、日本、韓国、中国を中心に研 
究ネットワークの構築を行い、2000 年代を中心にミクロ個票データを収集し、それをもとに分 
析を行った。アジア諸国の家計金融は、日本の家計金融とは対照的に積極的で、負債への傾斜 
が強い特性が明らかとなった。そのうえで、日本、韓国、中国、タイの家計金融について、金 
融情報、住宅金融、不動産市場、退職家計などの観点から、その特徴を明らかにした。研究は 
分析が始まったばかりで、未だ途上にある。 
 
研究成果の概要（英文）：We have established a reserch network among Asian countries  
on Household Finance in Asia and collected macro and micro data in the Area. households  
in Asian countries have an inclination of more positive than Japanese.  
Further, analizing these data, we found various characters on household finance in  
Asian Countries from points of view of financial knowledge, housing debt, retire and  
so on. 
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 直接経費 間接経費 合 計 
2010 年度 1,200,000 360,000 1,560,000 
2011 年度 900,000 270,000 1,170,000 
2012 年度 900,000 270,000 1,170,000 
年度    
  年度    
総 計 3,000,000 900,000 3,900,000 
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１． 研究開始当初の背景 
（１） 近年各国で多発している金融危機に 
Household Finance がかかわっているケース
が多い。近年、家計金融が大きく変貌しつつ
あるにもかかわらず、Household Finance の
研究は十分ではない。 
（２） これまでの Household Finance 研究 
は、消費－貯蓄に集中し、近年の家計金融の
多角化については始まったばかりである。 
（３）これまでの研究は、欧米地域を中心に
行われ、アジア地域については著しく立ち遅
れている。 
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２． 研究の目的 
（１） アジアにおける Household Finance 
に関するマクロ、ミクロデータを収集し、ア
ジアを中心に研究者のネットワークを構築
する。 
（２） 収集したマクロとミクロデータを使 
い、アジアにおける Household Finance の特 
性、実態を計量的に明らかにする。 
（３） Household を単なる受け身の「預金 
者」としてではなく、積極的に投資、借入の
双方を行う「投資家」として分析する。 
（４） 現在アジアの Household Finance の 
実態に即したモデルを構築する。 
 
３．研究の方法 
（１） 日本、韓国、中国、タイなどアジア 
諸国の研究者と交流し、研究ネットワークを
構築する。 
（２） アジア各国の Household Finance に 
ついて、マクロならびにミクロのデータを収
集する。 
（３） これらの国々のミクロデータを用い、 
アジアの国々の Household Finance の特性を
計量的に分析し、明らかにする。 
 
４．研究成果 
（１） 2013年2月23日法政大学比較経済研 
究所主催国際コンファランス「アジアにおけ
る Household Finance」を行った。日・韓・
タイ 3か国の比較研究である。成果は比較経
済研究所報告書として公表する（2013 年 6 月
末日予定）。 
（２） 日本の家計は欧米に比べて危険資産 
の保有比率が極めて低い。その原因について
傾向スコアマッチング法を用い、個票データ
分析を行った。その結果、学習の差は金融知
識の差に解消され、新聞やマネー雑誌記事、
金融機関ウェブページなどが有効であり、ブ
ログや SNS、フィナンシャル・プランナー、
家族の助言などは効率的ではない点が明ら
かとなった（郡司）。 
（３） 日本の住宅借入に関するリスク選好 
について、個票データをつかって、Logit と
ヘックマン 2段階推定方法によって分析した。
その結果、低所得層の家計に双極性が存在し、
低所得層ほど直近の住宅購入による効用が
高く、家計負債比率が高いことが明らかとな
った（廉）。 
（４） 2003 年に韓国でカード危機が勃発し 
た。その原因を Boom-Bust の観点からマクロ
分析とミクロ分析の連関を分析した。カード
普及を目指した政府の施策が、カード会社の
過度な成長を引き起こし、家計借入の過度な
膨張を引き起こした点を明らかにした。韓国
家計における負債への傾斜は現在もなお見
られ、韓国家計金融の特徴をなすもので、研
究の先駆けをなす（廉）。 
（５） 通貨危機後、韓国家計の住宅負債は 
増大を続け、西欧なみの水準に拡大した。近
年の韓国における住宅金融のあり方を、実物
＝不動産市場の関連から分析した。不動産金
融を巡って、実物市場と金融市場の連携の観
点から、現在の市場の不振がマクロ経済－住
宅市場－金融部門に由来する点を明らかに
した。またその点から具体的な政策提言を行
った（Cho）。 
（６） 韓国においても今後高齢化が急速に 
進展することが見込まれる。退職家計がどの
ような資産形成をおこなうか、パネルデータ
をつかって分析した。韓国退職家計において
将来の不安が消費・投資行動に影を落とすこ
とが明らかになった(Yoo)。 
（７） 中国においてカード利用が増加して 
いる。その銀行経営の効率性に対する影響に
ついてパネルデータによって分析した。カー
ドビジネスによって銀行の生産性が高まっ
Hosei University Repository
たことが明らかとなった。またＡＴＭの設置
によって生産性の向上が見られた点も明ら
かとなった（松田、袁）。 
（８） 近年タイ家計においても負債比率が 
上昇している。今までのところタイについて
は、個票データは利用できない。集計データ
あるいは Flow of funds 統計をつかって、タ
イ家計の職業別・地域別特徴を明らかにした
(上坂)。 
(９) 税がマクロ経済上如何なる影響を与え
るか、日本の平均限界税率を計測した。1980
年から 2003 年のデータをつかって生産要素
ごとに限界税率を求め、計測した。マクロ動
学分析のための基礎データを構築した。これ
によって、労働市場のゆがみの 7割が労働へ
の平均税率によって説明できる点が示唆さ
れる。この論文は、日本納税協会の優秀論文
に選ばれた(郡司・宮崎)。 
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